
   真岡市介護支援専門員処遇改善事業補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、本市に所在する居宅介護支援事業所及び介護予防

支援事業所（以下「居宅介護支援事業所等」という。）に勤務する介

護支援専門員の離職防止と入職促進を図るため、居宅介護支援事業所

等を運営する者に対し、真岡市介護支援専門員処遇改善事業補助金（  

以下「補助金」という。）を交付することに関し、真岡市補助金等交

付規則（昭和４３年規則第２号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定める。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号

に定めるところによる。  

 (1) 居宅介護支援事業所  本市に所在する介護保険法（平成９年法律  

  第１２３号。以下「法」という。）第４６条第１項に規定する居宅  

  介護支援事業を行う事業所をいう。  

 (2) 介護予防支援事業所  本市に所在する法第５８条第１項に規定す  

る介護予防支援事業を行う事業所をいう。  

 (3) 介護支援専門員  法第７条５項に規定する者をいう。  

 (4) 保健師  保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第

２条に規定する者をいう。  

 (5) 社会福祉士  社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３  

０号）第２条第１項に規定する者をいう。  

 (6) 認知症地域支援推進員  認知症の医療や介護の専門的知識及び経  

  験を有する医師、保健師、看護師、作業療法士、歯科衛生士、精神  



  保健福祉士、社会福祉士、介護福祉士その他認知症の医療や介護の  

専門的知識及び経験を有すると市が認めた者をいう。  

 (7) 介護支援専門員等  居宅介護支援事業所に勤務する介護支援専門

員、介護予防支援事業所に勤務する介護支援専門員並びに地域包

括支援センターにおける介護支援専門員、保健師、社会福祉士及

び認知症地域支援推進員をいう。  

（交付の対象）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者は、居宅介護支援事業所

又は介護予防支援事業所を運営し、介護支援専門員等を雇用する事業

者（以下「補助事業者」という。）であって、次に掲げる要件を満た

すものとする。  

 (1) 次項に規定する補助金の交付の対象となる介護支援専門員等につ  

  いて、第４条各号に定める区分に応じ、毎月支給する賃金（第５条  

  の交付申請を行う日の属する年度内に支給するものに限る。）につ  

  いて、当該各号に定める額以上の改善を実施したこと。ただし、賃  

  金の改善について、毎月支給する賃金に反映できなかった特別の事  

  由がある場合においては、複数月の賃金改善分をまとめて支給した  

  こと。  

 (2) 前号に規定する賃金改善の実施に先立ち、従来の賃金水準を低下  

  させていないこと。  

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律  

  第７７号）第２条第２号に掲げる暴力団又は暴力団の利益となる活  

  動を行う者でないこと。  

２  補助金の交付の対象となる介護支援専門員等は、補助事業者の運営



する居宅介護支援事業所等に勤務し、本市に「従業員の勤務の体制及

び勤務形態一覧表」の届出が出されている者であって、居宅介護支援

又は介護予防支援に係る業務に従事した時間（管理者の業務を兼務し

ている場合は、管理者としての勤務時間を含める。以下「居宅介護支

援等業務時間」という。）が月６４時間以上であるものとする。ただ

し、派遣労働者及び真岡市一般職の給与に関する条例（昭和２９年６

月８日条例第２５号）により給料の支給を受けている者は、交付の対

象としない。  

３  前項に規定する勤務実績の判断に当たっては、次の各号の基準によ

るものとする。  

(1) 賃金は支給しているものの勤務実績がない時間（病気休暇、育児

休暇等）は、勤務時間に含めることができない。  

(2) 前号の規定にかかわらず、有給休暇や法人で定める法定外休暇（  

夏季休暇、慶弔休暇、リフレッシュ休暇等）については、賃金等

が支給される場合は、当該休暇日を勤務した日とみなす。  

 (3) 居宅介護支援事業所等以外の介護サービス事業所に勤務した時間

は、勤務時間に含めることができない。  

 (4) 時間外労働や休日労働は、勤務時間に含めることができない。  

(5) 第１号、第３号及び前号の規定にかかわらず、これらの規定にお

いて勤務時間に含めることができないとされているものについて、

勤務時間に含めることが適切であると市長が判断した場合は、勤務

時間に含めることができる。  

（補助金の額）  

第４条  補助金の額は、次の各号に掲げる介護支援専門員等の区分に応



じて当該各号に定める額の合計額とする。  

(1) 居宅介護支援等業務時間が月１２８時間以上である介護支援専門  

員等  第３条第１項第１号に規定する賃金改善を行った者１人につ  

き、賃金改善を行った月ごとに９，０００円  

(2) 居宅介護支援等業務時間が月６４時間以上１２８時間未満である

介護支援専門員等  第３条第１項第１号に規定する賃金改善を行っ

た者１人につき、賃金改善を行った月ごとに４，５００円  

（交付の申請及び実績報告）  

第５条  補助金の交付を受けようとする補助事業者は、市長が別に定め

る期間内に、真岡市介護支援専門員等処遇改善事業補助金交付申請書

兼実績報告書（第１号様式）に次の書類を添えて、市長に申請しなけ

ればならない。  

(1)   支給実績一覧表（第２号様式）  

(2)   介護支援専門員等の勤務時間の実績が確認できる書類の写し  

(3)   介護支援専門員等について賃金改善を実施したことが確認できる  

書類の写し  

(4)   その他市長が必要と認める書類  

 （交付の決定及び額の確定）  

第６条  市長は、前条の交付申請があったときは、その内容を速やかに

審査し、補助金の交付の可否及びその額を決定し、真岡市介護支援専

門員等処遇改善事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）

により、申請者に通知するものとする。  

２  前項の交付決定は、規則第１１条に規定する額の確定を兼ねるもの

とする。  



（請求及び交付）  

第７条  前条第１項の交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」と  

いう。）は、速やかに真岡市介護支援専門員等処遇改善事業補助金交  

付請求書（様式第４号）により、補助金の交付を市長に請求しなけれ  

ばならない。  

２  市長は、前項の請求があったときは、遅滞なく、補助金を交付決定

者に交付するものとする。  

（決定の取消し及び返還）  

第８条  市長は、交付決定者が規則第１３条各号のいずれかに該当する

と認めるときは、交付の決定を取り消し、既に交付した補助金がある

ときは、期限を定めてその全部又は一部を返還させるものとする。  

（その他）  

第９条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

 

   附  則  

（施行期限）  

１  この要綱は、令和７年４月 1 日から適用する。  

（失効）  

２  この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。  







 

 

様式第３号（第６条関係） 

真岡市指令真 第   号 

  年  月  日 

 

       様 

 

真岡市長            ○印 

 

 

真岡市介護支援専門員等処遇改善事業補助金交付（不交付）決定通知書 

 

 

   年  月  日付で申請のあった真岡市介護支援専門員等処遇改善事業補

助金については、           に決定したので、真岡市介護支援専門員

等処遇改善事業補助金交付要綱第６条の規定により通知します。 

 

記 

 

 

１ 補助金の名称 真岡市介護支援専門員等処遇改善事業補助金 

 

 

２ 交付決定額                  円 

 

 

（不交付の理由） 

 

交付すること 

不交付とすること 



印


